
被災された建物を町が

所有者に代わって解体する制度を実施します

り災（被災）証明書で「半壊」以上となった被災家屋等（※）の建物に
ついて、町が所有者に代わって解体・撤去を行う「公費解体」という制度
があります。（※）住家のほか倉庫や納屋等も対象になります。

○公費解体の主な流れ
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菊陽町

所有者は解体・撤去
費用の負担なし

【お問い合わせ先】
菊陽町役場 環境生活課

【相談受付時間】
平日８：３０〜１６：３０


